
第第４４章章  新新たたなな行行政政経経営営シシスステテムムのの展展開開  

 

日本は人口減少社会に入り、将来的には豊島区も人口減に転じることが想定されます。これか

らの区政は、少子高齢・低成長社会において、SDGs の推進やデジタル技術の発展など急速な社会

の変化や新たな潮流に、迅速かつ的確に対応していくことが強く求められています。 

区では、これまでも区民目線での行政運営、様々な主体との参画と協働による分かりやすい区

政の推進に取り組んできました。地域が必要とする公共のニーズがさらに多様化し、増加してい

くことが見込まれる中、行政経営のあり方にも新しい視点を取り入れながら、不断の改革を行っ

ていく必要があります。 

豊島区は、日本の推進力となる「SDGs 未来都市」としての発展を通して、さらなる輝きを放つ

「国際アート・カルチャー都市」を目指す都市像とし、区制 100 周年に向けて、豊島新時代を切

り拓く新たなステージを迎えています。 

限りある経営資源の中で、行政の役割を確固として果たし、参画と協働の仕組みを発展させな

がら、目指す都市像の実現や様々な施策の着実な推進を支える行政経営を展開していきます。 

（１） スリムで変化に強い行政経営システムの構築

常に柔軟かつ効率的な組織運営を追及するとともに、絶えず成果重視の視点から事業の有効性

や必要性を点検し、改善による効率化を図ることで、持続可能な行政経営システムを構築します。 

［主な取組］柔軟な組織運営の推進／マネジメントサイクル（PDCA）の活用／ 

業務プロセスの再構築／ビルド・アンド・スクラップによる事業の再構築 

２ 行財政システム改革の目標

新たな行政経営システムの展開 

１ スリムで変化に強い行政経営システムの構築 

３ デジタルガバメントの構築 

４ 持続可能な財政構造の確立 

５ まちの魅力を高め、区民の生活を支える戦略的な情報発信 

２ 適正な定員管理 

６ 公共施設等の総合的かつ計画的なマネジメントの推進 
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（２） 適正な定員管理

「最少の経費で最大の効果」を挙げるため、行政資源を最大限に有効活用するとともに、新た

な行政ニーズや課題に対応するため、柔軟かつ効率的な組織運営や人材の育成などに努め、少数

精鋭による執行体制を推進します。 

全ての職員が共に働く職員の働き方を理解し、互いに能力を発揮し、誰もが活躍できる職場環

境をつくります。 

［主な取組］柔軟な定員管理／人材育成と職場環境整備 

（３） デジタルガバメントの構築

区民のニーズに応じた多様なサービスの提供や、業務改革、職員の働き方改革などを、デジタ

ル･トランスフォーメーション（DX）の視点から推進します。

デジタル技術を活用した地域課題の解決に向けて、地域の様々な主体による公共データの積極

的な利活用を促進します。 

［主な取組］区民サービスのデジタル化／デジタルを活用した業務改革／民間との協働・デー 

タ利活用による新たなまちづくり／職員や区民の ICT リテラシーの向上

（４） 持続可能な財政構造の確立

必要な財政需要に確実に対応できる、計画的かつ安定的で持続可能な財政運営を継続します。 

財源確保の取組を行いながら、適切な収納対策により、区税や保険料などの収入が安定して確

保され、行政サービスの利用においても、受益者負担の適正化を保っていきます。 

［主な取組］計画的・安定的な財政運営／歳入確保の取組 

（５） まちの魅力を高め、区民の生活を支える戦略的な情報発信

進化するデジタルツールの特性を有効に活用し、必要な区政情報を誰もが手軽に利用できる情

報発信を実現します。 

地域の魅力を最大限に引き出し、その魅力を国内外に戦略的に発信することにより、世界を魅

了し、まちの価値を高め、区民の皆さんの誇りや愛着を醸成し続けます。 

［主な取組］多様な媒体を活用した効果的な情報発信／国内外への戦略的な広報の推進／ 

広報マインドをもった職員の育成 

（６） 公共施設等の総合的かつ計画的なマネジメントの推進

必要な区民サービスを持続的に提供しつつ、健全性や安全性を保っていくため、建物とインフ

ラを含めた公共施設等を総体的かつ中長期的な視点から管理・運営・活用をしていきます。

［主な取組］公共施設等マネジメントの推進／施設の適正管理等の方針 

第第４４章章  新新たたなな行行政政経経営営シシスステテムムのの展展開開  

 

本区の財政は、バブル経済崩壊後、経常的歳入が減少したにもかかわらず、「身の丈」を超えた

規模を維持するため、財政調整基金の取り崩しにとどまらず、起債を増加させ、特定の目的のた

めに積立てた基金の運用（借用）などを行ってきた結果、未曾有の財政危機に直面することとな

りました。 

その後、継続した行財政改革の取組や「文化を基軸としたまちづくり」の推進、特別区民税歳

入の増加などにより、令和３年度末には、基金残高（446 億円）が借入金残高（227 億円）を 218

億円上回り、過去最大の貯金超過を達成し、喫緊な需要に的確に応えることのできる健全な財政

基盤を構築することができました。 

コロナ禍の長期化に加え、物価高騰の影響などを踏まえ、引き続き、コロナ対策や物価高騰対

策を最優先に取り組み、区民生活や区内事業者への支援をしっかりと行いつつ、計画的な財政運

営に取り組んでいきます。 

当面は、コロナ対策や物価高騰対策に全力を挙げて取り組み、区民生活や区内事業者をしっか

りと支えることを最優先としますが、中長期的に持続可能な財政構造を確立するために、経常収

支比率の改善や、財政調整基金残高の確保、「貯金」と「借金」のバランスの維持に努めていきま

す。 

経常収支比率は、人件費や公 

債費のように簡単に縮減する

ことが困難な「経常的経費」に

住民税などの経常一般財源が

どの程度費消されているかに

よって財政構造の弾力性を測

定しようとするものです。 

経常的経費に充てる経常一

般財源の割合が少ない程、臨時

に発生する需要に充てること

ができる財源が多くなり、経済

や社会の変化、区民需要にも適

時・適切に対応することができ

ることになります。 

財財政政指指標標等等にによよるる目目標標のの設設定定  

①① 経経常常収収支支比比率率（（財財政政構構造造のの弾弾力力性性のの維維持持））  

経常収支比率
　　（％）

＝
経常的経費充当一般財源の額

経常一般財源総額 ×100

計画的・安定的な財政運営３

経常収支比率の推移 
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